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本自動車会議所は９月28日、東京・港区の
日本自動車会館「くるまプラザ」会議室で、

2023年度第１回税制委員会（委員長＝佐藤康彦自販
連法規・税制委員長、トヨタモビリティ東京社長）
を開催し、「2024年度（令和６年度） 税制改正等に関
する要望書（案）」について審議しました。要望書
（案）は、９月12日に開催した第１回税制部会での
委員団体などの要望や意見を踏まえて取りまとめ、
審議の結果、一部修正のうえ、後日、承認されました。
　委員会はオンライン出席にも対応して開催されま
した。審議に先立ち、佐藤委員長が挨拶し、「今後、
自動車の電動化がさらに加速していく見通しです
が、この流れとともに国内市場を活性化させていく
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▪「2024年度税制改正等に関する要望書」全文
▪JMSのオフィシャルガイドブックに
　　第３回CSP大賞の広告を掲載
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▪「秋の全国交通安全運動」で
　　高輪、愛宕両警察署の交通安全イベントに協力
▪第294回会員研修会開催
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必要があります。そのためには、税制が果たす役割
は非常に大きいものがあります。まず本年は、現在
のエコカー減税の適用期限がまいります2025年度末
に向け、ユーザー負担軽減・簡素化を前提に、新た
なモビリティ社会にふさわしい税制再構築のための
議論を幅広く進め、その礎を築くことが極めて重要
であると考えております」との認識を示し、積極的
な議論を呼び掛けました。
　要望書では、今後のモビリティ社会を見据えた税
制のあり方に向けた議論を提唱したほか、「2050年
カーボンニュートラル実現に向けた税制抜本見直
し」などを要望しました。

＝要望書の全文は２～４ページに掲載＝



2023年10月15日(第952号) 自動車会議所ニュース

─ 　 ─2

◇当会議所『2024年度（令和６年度） 税制改正等に
関する要望書』の全文は次の通り。

は じ め に
　日本の自動車産業は、全就業人口の約１割を占め、
輸出総額や製造業の製造品出荷額においても、それ
ぞれ約２割を占める幅広い分野に関係する「基幹産
業」として、日本経済へ貢献し、国内での生産活動
を維持・拡大しております。
　自動車産業は、今後さらなる発展のため、モビリ
ティで関連する新しい仲間（観光・通信・ITなど）
との協創により、モビリティ産業として、将来にわ
たって日本経済の軸として成長し、様々な社会課題
の解決や新しい価値を創造していきます。これによ
り、モビリティに関わる全ての産業の成長のパイが
拡がり、人々の暮らしを豊かにするとともに、日本
の成長にも繋がっていきます。
　一方で、自動車産業は、GX（グリーン・トラン
スフォーメーション）やDX（デジタル・トランス
フォーメーション）による100年に一度と言われる
大変革期に直面しており、2050年カーボンニュート
ラルの実現やCASEといった課題とも向き合ってお
ります。これらへの投資は成長のベースとなり、官
民で連携して積極的に行いたいと考えております。
　このような大変革期は、過重で複雑な自動車関係
諸税を抜本的に見直す大きなチャンスでもありま
す。モビリティがもたらす新たな経済・社会像を見
据えて、自動車の枠にとどまらない幅広い議論も求
められております。私どもは、将来のモビリティが
もたらす新たな経済的・社会的受益者の拡がりを踏
まえ、負担軽減・簡素化を前提に、受益と負担の関
係を再構築し、税体系を抜本的に見直すべきである
と考えます。そして、電動化などに伴う税収減を自

動車ユーザーに求めるべきではないと強く訴えます。
　私どもの考える、こうした将来の自動車関係諸税
のあり方に向けて、引き続き「自動車重量税の将来
的な廃止」や「燃料税の見直し」なども強く求めて
まいります。そして、現在のエコカー減税の適用期
限である2025年度末に向けては、新たなモビリティ
社会にふさわしい税制再構築のための議論を幅広く
進め、本年はその礎を築く取り組みが極めて重要と
考えております。
　私ども日本自動車会議所は、自動車産業に携わる
550万人と自動車ユーザーと共に、自動車関係諸税
の負担軽減・簡素化の実現や、そのあるべき「姿」
の再構築を目指して、引き続き自動車業界一丸とな
った活動を続けていく所存です。

重点要望項目・要望内容
■今後のモビリティ社会を見据えた税制のあり方を

議論
１．2050年カーボンニュートラル実現に向けた税制

抜本見直し

　自動車産業は､成長のベースであるGX（グ
リーン・トランスフォーメーション）やDX
（デジタル・トランスフォーメーション）へ
の対応を迫られており、2050年カーボンニュ
ートラルの実現やCASEに向けた、100年に
一度の大変革期に直面しています。一方で、
この変革期は過重で複雑な自動車関係諸税を
抜本的に見直す大きなチャンスでもありま
す。モビリティがもたらす新たな経済的・社
会的受益者の拡がりを踏まえ、自動車の枠に
とどまらない幅広い議論が求められておりま
す。自動車関係諸税のあるべき姿については、
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次の２つの考え方を基本として議論し、税体
系を抜本的に見直すべきと考えます。

①2050年カーボンニュートラル実現のためには、自
動車の枠にとどまらない幅広い議論が求められま
す。モビリティがもたらす新たな経済的・社会的
受益者の拡がりを踏まえ、負担軽減・簡素化を前
提に、受益と負担の関係を再構築し、税体系を抜
本的に見直すべきです。

②電動化などに伴う税収減を安易に自動車ユーザー
に求めるのではなく、電動車の普及に資する税体
系を前提に、公平な税負担となるよう検討すべき
です。

２．車体課税の抜本見直し
①自動車重量税の将来的な廃止を目指し､まずは｢当

分の間税率｣の廃止
　自動車重量税は、元々は道路特定財源として道路
整備のために自動車ユーザーが特別に負担してきた
ものですが、2009年度に一般財源化されたことによ
り課税根拠を喪失しています。また、保有時に自動
車重量税と自動車税・軽自動車税が二重に課せられ
ており、不合理・不公平な自動車重量税は将来的に廃
止されるべきであり、まずは本則税率に上乗せされ
た「当分の間税率」（旧暫定税率）は廃止すべきです。
②自動車税・軽自動車税の環境性能割は、消費税と

の二重課税であり廃止
　直ちに廃止できない場合は、EV等や燃費性能に
優れた自動車を対象に広く優遇措置を講じた上で、
今後の保有税の抜本見直し時に廃止
　消費税率が10％に引き上げられた2019年10月、廃
止された自動車取得税の付け替えのように環境性能
割が導入されました。消費税との二重課税であり、
自動車取得時のユーザー負担軽減という観点から
も、環境性能割は廃止すべきです。直ちに廃止でき
ない場合は、EV等や燃費性能に優れた自動車を対
象に広く優遇措置を講じた上、今後の保有税の抜本
見直しと一体で廃止すべきです。
３．燃料課税の抜本見直し
①ガソリン税、軽油引取税に上乗せされたままの「当

分の間税率」の廃止
　道路整備に必要な財源不足を補うため、ガソリン
税、軽油引取税には本来の税率を上回る税率（暫定
税率）が課せられてきました。しかし、道路特定財

源の一般財源化により課税根拠を喪失した旧暫定税
率が、「当分の間税率」と名前を変えて存続し、自
動車ユーザーだけが過重な負担を強いられていま
す。ガソリン税、軽油引取税に上乗せされている、
不合理な「当分の間税率」（旧暫定税率）は廃止す
べきです。
②ガソリン税・石油ガス税等のTax on Taxの解消
　ガソリン税や、LPG自動車等の石油ガス税等に消
費税が掛けられているTax on Taxは、税に税が課せ
られるという極めて不合理な仕組みであり、ガソリ
ン税・石油ガス税等のTax on Taxは解消すべきです。
４．喫緊に対処すべき見直し
①物流総合効率化法に基づく特例措置の延長
　物流は国民生活や経済を支える社会インフラです
が、ドライバー不足やカーボンニュートラルへの対
応などさまざまな課題が山積しています。そうした
中、トラックドライバーの働き方改革も行われてい
ますが、その一方で物流の停滞が懸念される「2024
年問題」にも直面しています。こうした状況を受け、
わが国の物流を支えるための環境整備を図るため、
政府は今年６月、「物流革新に向けた政策パッケー
ジ」を取りまとめました。これを踏まえ、2024年３
月末で適用期限を迎える、物流総合効率化法に基づ
く次の特例措置を延長していただきたい。
・営業倉庫用建物等：法人税について５年間８％の

割増償却
・営業倉庫：固定資産税・都市計画税について５年

間２分の１に軽減
・附属機械設備：固定資産税について５年間４分の

３に軽減
②バリアフリー車両に係る特例措置の拡充・延長
　高齢者や障害者等の利便性・安全性の向上を図る
ため、バリアフリー車両（ノンステップバス、リフ
ト付きバス、ユニバーサルデザインタクシー）に係
る自動車重量税の特例措置（初回新規登録分を免税）
が2024年３月末で適用期限を迎えますが、これを２
年間延長していただきたい。
　また、ユニバーサルデザインタクシーについて、
新たな認定レベル（レベル準１）を創設し、特例措
置（自動車重量税：２年間、自動車税（環境性能割）：
１年間）の対象を拡充していただきたい。
③動力を持たない被牽引車（トレーラー）への環境

性能割の課税は即刻廃止
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　牽引車であるトラクターが環境性能割を負担して
おり、動力を持たない被牽引車（トレーラー）への
課税は過大であり即刻廃止すべきです。
④営業用自動車の軽減措置の維持
　営業用自動車は、日本経済や国民生活を支える物
流・公共輸送の一翼を担っており、特に災害時には
緊急物資輸送の機能も発揮するなど、ライフライン
としての重要な役割を有しています。事業の公共性
にも配慮し、営業用自動車の軽減措置は維持すべき
であり、財源確保や減税の代替財源として検討する
こと自体に強く反対します。
■自動車関係予算に関わる要望
　政府の掲げる2030年次世代自動車の普及目標を踏

まえ、電動車の早期普及に向け、車両購入やイン
フラ整備に係る補助金についてはユーザーが確実
に補助を受けられるよう、今年度の追加予算を確
保いただき、来年度予算においても拡充・延長し
ていただきたい。

①クリーンエネルギー自動車（CEV）導入促進補
助金の拡充・延長

　※今年度予算枯渇の場合は、適切な追加予算の確保
②商用電動車（トラック・バス・タクシー等）補助

金の拡充・延長
③充電インフラ設備・V２H／外部給電器補助金･水

素ステーション設備への支援

［関連する要望事項］（順不同）
（Ⅰ）自動車関係諸税に係る税制措置
・災害時における地方公共団体等への電動車等の提

供・貸出に対する支援（翌年以降の自動車税種別
割の減免）

・駅の構内における鉄道貨物利用運送事業または鉄
道貨物積卸業の用に供するフォークリフト等の機
械に係る軽油引取税の課税免除の特例措置の延長

・バスにおいてもASV特例の対象に左折時等巻き
込み事故を防止する側方衝突警報装置の追加拡充

・クリーンエネルギー自動車の保有・走行段階車体
課税の優遇等

・官公庁等の公用車導入に係る、リース契約での自
動車税及び軽自動車税のほか非課税措置

・指定自動車教習所が、リース契約による教習専用
車両を導入時の自動車税の減免措置

・身体障害の方のために専ら使用することを目的と

した自動車のリース契約による自動車であっても
減免措置の適用とする

・経年車に対する課税重課措置の廃止
（Ⅱ）自動車・エネルギー等に係る税制措置
・中小企業投資促進税制の対象の拡充

　中小企業が機械等を取得した際の特別償却制度
又は税額控除の対象に衝突被害軽減ブレーキ、車
両安定性制御装置、車線逸脱警報装置又は側方衝
突警報装置を装備したバス車両及びバリアフリー
対応車（ノンステップバス、リフト付きバス等）
を追加

・タクシー事業に対する事業所税の非課税措置の創
設

・貨客混載及び乗合タクシーの実施に伴う登録免許
税の負担軽減措置

・石油諸税の更なる増税や石油諸税に係る税収の使
途拡大等、石油に対するこれ以上の税負担に反対

・車両を大量保有する納税者における、自動車税お
よび軽自動車税等の納付に関わる事務処理の負担
軽減

（Ⅲ）法人課税に係る税制措置
・国内投資拡大を強力に後押しする税制措置の創設
・イノベーションボックス税制の創設
・カーボンニュートラルに向けた投資促進税制の拡

充・延長
・オープンイノベーション促進税制の拡充・延長
・賃上げ促進税制の拡充・延長
・中小企業の法人税の軽減税率適用範囲の拡大
・税法上の中小企業定義の見直し
・中小企業の経営資源の集約化に資する税制措置の

適用期限の延長
・少額資産即時償却の適用期限の延長
・地方拠点強化税制の適用期限の延長
・中小企業向け賃上げ促進税制の適用期限の延長
・外形標準課税の適用拡大によるバス事業への負担

増反対
（Ⅳ）その他
・中古車に対するCEV補助金の新設
・トラック協会が運営する地域防災・災害対策関連

施設等について固定資産税の軽減措置の適用
・教育資金および結婚・子育て資金の一括贈与に係

る贈与税非課税措置の拡充
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本自動車会議所が創設した表彰制度「クル
マ・社会・パートナーシップ大賞」（CSP大

賞）の第３回の募集が始まっていますが、当会議所
では10月26日（木）～11月５日（日）まで開催さ
れる「JAPAN MOBILITY SHOW 2023（ジャパ
ンモビリティショー、略称はJMS）」のオフィシ
ャルガイドブックに「絶賛募集中」とする広告＝７
ページ参照＝を掲載します。過去最多の475社が出
展するJMSのオフィシャルガイドブックに掲載す
ることにより、自動車業界で働く550万人だけでは
なく、幅広くより多くの自動車ユーザーやモビリテ
ィにかかわる皆さんに周知していくことにしていま
す。CSP大賞の募集は11月20日（月）まで。
　広告では、「モビリティに関連する社会の困りご
とを何とかしたい」「目立たない地道な活動を長～
く展開している」「愛する地元をさらに魅力的な地
域にしたい」という具体的な応募動機を紹介し、「自
動車ユーザーや自動車業界550万人からの応募をお
まちしております」と呼び掛けています。スマホな
どから応募ページへ直接アクセスできるQRコード
も掲載しています。
　JMS2023のオフィシャルガイドブックは、JMS主
催者である日本自動車工業会（自工会）が監修し、
日刊自動車新聞社が制作・発行します。自工会では、
「今回のJMSはモビリティ×エンターテインメント

の祭典として100万人の入場者を目指していく」と
しており、自動車を核に多種多様なコンテンツやイ
ベントが企画されています。オフィシャルガイドブ
ックでは、それらをあますところなく楽しめるよう
紹介しており、JMSの魅力が凝縮された１冊となっ
ています。
◇JMS2023 オフィシャルガイド
・発行日：2023年10月25日
・体　裁：A４判　オールカラー144ページ
・価　格：1,000円（税込み）
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動を実施しました。９月23日はJR品川駅に隣接す
る多目的スペース「港南ふれあい広場」で、また同
30日には東京タワー正面駐車場で、当会議所の地元
である２つの警察署が主催する交通安全イベントに
協力しました。
　「港南ふれあい広場」での交通安全イベントは警
視庁高輪警察署が開催。広いオープンスペースに、
トヨタ、ホンダより当会議所が提供を受けた安全運
転サポート車（サポカー）を展示＝写真①＝しまし
た。また、当会議所による、幼児・児童向けの交通
安全教室を開催＝写真②＝し、多くの子供たちに交
差点では「止まる」「見る」「待つ」が重要であるこ

の全国交通安全運動の期間中（９月21日～30
日）、日本自動車会議所は東京都内で啓発活秋
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とや、駐車場では絶対に一人では行動しないことな
ど、事故に遭わないための安全行動について学んで
いただきました。
　東京タワー正面駐車場でのイベントは警視庁愛宕
警察署が開催し、当会議所ではゲーム感覚で楽しみ
ながら俊敏性など運動能力を測定できる機器「クイ
ックアーム」を出展しました。家族連れが多い中、
この機器を使ったアトラクションで、実年齢と体力
年齢には差があることなどを多くの来場者が体験＝
写真③＝。自身の運動能力を把握することにより、
歩行中や運転中は慎重に行動することの重要性を、
家族みんなで認識する機会を提供することができま
した。
　両イベントでは、会員団体から提供いただいた交
通安全啓発グッズを配布し、子どもから高齢者まで

幅広い来場者に啓発活動を行うことができました。
自動車関係総合団体である日本自動車会議所は、会
員団体・企業をはじめ自動車業界が一体となった交
通安全活動に、これからも積極的に取り組んでいく
ことにしています。

深刻な人手不足を指摘。トラック
業界の労働条件に関しては「相対
的に賃金が低く、長く働くことで
現行の給与水準を保っています。
今回の残業規制で、離職懸念も高
まっています」と分析しました。
　その上で、2024年問題を乗り越

えるためには「運送会社がこれを好機と捉え、（ドライ
バーを途中で交代させる）中継拠点設置や（複数の物
流事業者が複数の商品を同じトラック等で輸送する）
共同配送、（荷物積み下ろし時間が短縮できる）パレッ
ト利用など事業の効率化や生産性の向上を進めること
が必要」と強調しました。
　さらに、物流は経済インフラとして国民の生活を支
えていることから「持続可能な物流社会をつくること
を目指し、荷主、消費者らが連携を強化して社会全体
で取り組んでいくことが求められます」と訴えました。

　日本自動車会議所は９月26日、東京・港区の日本自
動車会館「くるまプラザ」会議室で第294回会員研修会
を開催しました。リモートも併用し、全国自動車会議
所など各地から計約80名に参加いただきました。今回
は「物流の『2024年問題』を乗り越えていくために」
をテーマに、講師には労働問題に詳しい立教大学教授
の首藤若菜（しゅとう・わかな）氏をお迎えしました。
　2024年問題とは、トラックドライバーにも時間外労
働の上限規制が適用され、労働時間が短くなることに
より、物流が停滞しかねない懸念を指しています。講
演では、ドライバー不足によって「2030年には輸送能
力の19.5％が不足し、2024年問題の影響と合わせて34.1
％の荷物等が運べなくなると推計されています」と説
明しました。

トラックドライバーの年齢にも触れ「大型、中小型
トラックともに平均50歳弱で、60～70歳代もいて高齢
化が目立つ一方、若年層の流入は急減しています」と

首藤 若菜氏

日本火災海上保険元社長
（当会議所会員元代表者）

廣瀬 清氏
　日本火災海上保険（現損害保険ジャパン）元社長の廣瀬
清氏（ひろせ・きよし）氏が９月16日、逝去されました。
91歳でした。

訃 報
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一般社団法人 日本自動車工業会
一般社団法人 日本自動車部品工業会
一般社団法人 日本自動車車体工業会
一般社団法人 日本自動車タイヤ協会
一般社団法人 日本自動車販売協会連合会
い す ゞ 自 動 車 販 売 店 協 会
ト ヨ タ 自 動 車 販 売 店 協 会
日 産 自 動 車 販 売 協 会
Ｕ  Ｄ  ト ラ ッ ク ス 販 売 協 会
日 野 自 動 車 販 売 店 協 会
三 菱 自 動 車 販 売 協 会
三菱ふそうトラック・バス販売協会
全 国 ス バ ル 自 動 車 販 売 協 会
ダ イ ハ ツ 自 動 車 販 売 協 会
全 国 マ ツ ダ 販 売 店 協 会
ス ズ キ 自 動 車 販 売 店 協 会
ホ ン ダ 自 動 車 販 売 店 協 会
一般社団法人 全国軽自動車協会連合会
日 本 自 動 車 輸 入 組 合
一般社団法人 日本中古自動車販売協会連合会
一般社団法人 日本自動車整備振興会連合会
一般社団法人 日本自動車機械工具協会
公益社団法人 全日本トラック協会

公益社団法人 全 国 通 運 連 盟
公益社団法人 日 本 バ ス 協 会
一般社団法人 全国ハイヤー・タクシー連合会
一般社団法人 全国自家用自動車協会
一般社団法人 日本損害保険協会
石 油 連 盟
一般社団法人 全日本指定自動車教習所協会連合会
一般社団法人 全国自動車標板協議会
一般財団法人 自動車検査登録情報協会
一般社団法人 全国レンタカー協会
一般社団法人 日本自動車リース協会連合会
一般財団法人 日本モーターサイクルスポーツ協会
一般社団法人 自動車公正取引協議会
全国自動車検査登録印紙売捌人協議会
一般財団法人 関東陸運振興センター
一般社団法人 東京都トラック協会
一般社団法人 神奈川県トラック協会
一般社団法人 日本道路建設業協会
一般社団法人 日 本 ゴ ム 工 業 会
一般社団法人 日 本 塗 料 工 業 会
一般社団法人 板 硝 子 協 会
日本自動車車体整備協同組合連合会
一般社団法人 日本交通科学学会

一般社団法人 日 本 陸 送 協 会
一般社団法人 日本二輪車普及安全協会
一般財団法人 日本自動車研究所
一般社団法人 日本自動車機械器具工業会
特 定 非 営 利 活 動 法 人 ITS Japan
公益社団法人 自 動 車 技 術 会
公益財団法人 自動車リサイクル促進センター
一般社団法人 日 本 ガ ス 協 会
一般社団法人 日本自動車運行管理協会
一般社団法人 日本自動車用品・部品アフターマーケット振興会
一般社団法人 自動車再資源化協力機構
一般社団法人 自動車用品小売業協会
一般社団法人 日本オートオークション協議会
日 本 中 古 車 輸 出 業 協 同 組 合
全国オートバイ協同組合連合会
一般社団法人 日中投資促進機構
一般財団法人 日本自動車査定協会
一般財団法人 全日本交通安全協会
公益財団法人 日本自動車教育振興財団
一般社団法人 日本鉄リサイクル工業会
全日本自動車部品卸商協同組合
一般社団法人 日本自動車購入協会
一般社団法人 青森県自動車団体連合会

一般社団法人 岩手県自動車会議所
一般社団法人 宮城県自動車会議所
一般財団法人 秋田県全自動車協会
山 形 県 自 動 車 団 体 連 合 会
一般財団法人 福島県自動車会議所
東 京 都 自 動 車 会 議 所
一般社団法人 神奈川県自動車会議所
一般社団法人 静岡県自動車会議所
一般社団法人 愛知県自動車会議所
一般社団法人 岐阜県自動車会議所
一般社団法人 三重県自動車会議所
一般社団法人 富山県自動車会議所
一般社団法人 石川県自動車会議所
一般社団法人 福井県自動車会議所
一般社団法人 大阪自動車会議所
一般社団法人 徳島県自動車会議所
一般社団法人 香川県自動車会議所
愛 媛 県 自 動 車 会 議 所
高 知 県 自 動 車 会 議 所
一般財団法人 大分県自動車会議所

（ほかに企業会員73、推薦会員１）

う経緯にもかかわられた、と聞きます。
　産業心理学や人間工学の歴史をさかのぼると、
産業場面での「安全と生産性向上」等のほか、「鉄
道（路面電車等含む）の運転士」や「航空パイロ
ット」の適性、といった話題にも話が及ぶのです。
特に多くの乗客を高速で運ぶ航空機や鉄道で「ヒ
ューマン・ファクター」に目が向けられた、その
流れの一端を現在の「交通心理学」も汲んでいる、
といえるでしょう。
　話を戻しますが、先述した「交通心理士」とい
うのは、日交心が資格認定試験（年１回）を行い、
合格後 “交通心理士補”（←いわば仮免許）とし
て更に自らのテーマで研究を進め発表するなど研
鑽を積んで昇格し取得に至る資格、のことです。
今は産業カウンセラーと同じくNASVA（独立行
政法人自動車事故対策機構）が行ってきた「交通
カウンセリング」も扱えるので、自動車教習所等
で企業向けの診断業務に携わる会員も多く、有資
格者による「日本交通心理士会」の活動も盛況に
あります。ただ、専門課程を履修した身にも相応
のレベルと思われる内容が要求されるので “少々
高いハードル” かもしれません。
　しかし、それをおして尚、多くの方々が志して
おられる現況は嬉しい限り、と感じています。

日本自動車会議所会員（2023年10月15日現在）＝団体会員89、順不同＝

　前号でご紹介した「交通心
理学入門」は、日本交通心理
学会（略称：日交心）の “交
通心理士補” 資格認定試験の
テキストであると同時に、入

門書としても良くまとまっていると思います。
　これより遙か前にやはり同学会から出され、筆
者が学生時代（1980年代前半）のテキストだった
「安全運転の人間科学（全３冊。絶版）」では、
当時話題とされた「事故を起こしやすいドライバ
ーの存在」「疲労、居眠り、アルコール等」「信号
や標識、地形的な要因」「ヒヤリ・ハット」「大型
車」「暴走族」「性差（当時は女性ドライバーが増
加していたこともあり？）」「ドライバー教育と、
その指導」等のテーマが並んでいました。
　さらに言うと「交通」は、別に “道路（自動車）”
に限ったことではありません。航空、海洋（船舶）、
陸上でも「鉄道」という一見別ジャンルがありま
すが、すべて「人間が操る交通手段」というクク
リになります（よね？）。事実、日交心にも航空
や海洋船舶の専門家がおられますし、初代会長の
故・鶴田正一先生は、1962年の国鉄「三河島事故」
の原因究明に携わられ、当時の国鉄内に労働科学
研究所（現在のJR総研の一部に至る）設立とい

ドライバーのココロ（後編）
（一社）日本交通科学学会理事　吉村俊哉
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